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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期
第２四半期
累計期間

第26期
第２四半期
累計期間

第25期

会計期間

自 平成22年
６月１日

至 平成22年
11月30日

自 平成23年
６月１日

至 平成23年
11月30日

自 平成22年
６月１日

至 平成23年
５月31日

売上高（百万円） 16,977 1,904 17,446

経常利益（百万円） 993 149 1,026

四半期（当期）純利益（百万円） 27,269 148 27,349

持分法を適用した場合の投資利益

（百万円）
－ － －

資本金（百万円） 5,077 977 977

発行済株式総数（株） 761,4101,167,160761,410

純資産額（百万円） 219 448 299

総資産額（百万円） 7,797 8,117 8,196

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
73,053.33225.7568,416.13

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
56,001.92135.2334,489.93

１株当たり配当額（円） － － －

自己資本比率（％） 2.8 5.5 3.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
14,916 131 －

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2 △87 －

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△14,578 △223 －

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
373 257 －
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回次
第25期
第２四半期
会計期間

第26期
第２四半期
会計期間

会計期間

自 平成22年
９月１日

至 平成22年
11月30日

自 平成23年
９月１日

至 平成23年
11月30日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
67,691.38391.06

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、第25期は連結財務諸表を作成しているため、第25期第２四半

期累計期間及び第26期第２四半期累計期間は関連会社がないため記載しておりません。　

４．第25期は連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりませ

ん。

　

２【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

なお、第１四半期会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４  経理の状況  １  四

半期財務諸表  注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、海外経済の減速や円高の影響などから、輸出が伸び悩んでいるため、

持ち直しの動きが一服しております。国内需要においては、設備投資が復興需要などの寄与もあり緩やかな増加基調

となっている他、消費マインドの改善を背景に個人消費が底堅い動きを示しております。一方、輸出や生産について

は、海外経済の減速や円高に加えて、タイの洪水の影響もあって、横ばい圏内の動きとなっております。

当社が属する不動産業界は、厳しい雇用や所得環境、及び景気の先行き感の厳しさ等から、11月の住宅着工戸数が３

か月連続で前年同月の水準を下回ったものの、その減少幅は縮小してきております。また、首都圏マンション契約率が

好不況の判断の分かれ目となる70％を超えて推移する等、回復の兆しが出てきております。

このような経済環境のもと、当社は、不動産販売事業として保有物件の売却を進めると共に、不動産企画業務や不動

産販売代理業務といった不動産業務受託事業を推進してまいりました。この結果、当第２四半期累計期間における売

上高は1,904百万円（前年同四半期比88.8％減）、営業利益は201百万円（同80.9％減）、経常利益は149百万円（同

85.0％減）、四半期純利益は148百万円（同99.5％減）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

なお、当社は従来、「不動産開発事業」、「資産活性化事業」、「不動産業務受託事業」、「賃貸事業」の４つを報告

セグメントとしておりましたが、第１四半期会計期間より「不動産販売事業」、「不動産業務受託事業」、「賃貸事

業」の３区分に変更しております。当該変更の内容につきましては、第４ 経理の状況 １ 四半期財務諸表 注記事項

（セグメント情報等）に記載のとおりであります。

また、以下の前年同四半期比較については、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比

較しております。

（不動産販売事業）

不動産販売事業は、南青山３プロジェクトや北葛西２プロジェクト及び月島プロジェクトなど、５つのプロジェク

トの引渡しを行ないました。この結果、売上高は1,578百万円（前年同四半期比90.5％減）、セグメント利益は255百万

円（同77.0％減）となりました。

（不動産業務受託事業）

不動産業務受託事業では、横浜富士見プロジェクトや恵比寿プロジェクトにおいて不動産企画業務手数料を確保し

たほか、サンクレイドル西日暮里（東京都荒川区）等で販売代理手数料を確保いたしました。この結果、売上高は228

百万円（前年同四半期比43.7％減）、セグメント利益は179百万円（同54.7％減）となりました。

（賃貸事業）

賃貸事業では、３物件から賃貸収入を確保しております。売上高は97百万円（前年同四半期比239.3％増）、セグメ

ント利益は59百万円（同235.8％増）となりました。
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(2）資産、負債及び純資産の状況

当第２四半期会計期間末における資産は、前事業年度末から79百万円減少し、8,117百万円となりました。負債につ

いては、前事業年度末から228百万円減少し、7,668百万円となりました。また、純資産については、前事業年度末から

148百万円増加し、448百万円となりました。前事業年度末からの主な変動要因は、以下のとおりであります。

資産の減少の主な要因は、保有物件の売却を推進したことにより、販売用不動産が327百万円減少したことによるも

のであります。負債の減少の主な要因は、保有物件の売却資金を借入金返済に充当したことにより、借入金が223百万

円減少したことによるものであります。また、純資産の増加の主な要因は、資本剰余金が4,327百万円減少する一方、利

益剰余金が4,476百万円増加したことによるものであります。

　

(3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動により131百万円増加す

る一方、投資活動で87百万円、財務活動で223百万円減少いたしました。この結果、資金は前事業年度末に比べて180百

万円減少し、当第２四半期末残高は257百万円となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は131百万円（前年同四半期は14,916百万円の獲得）となりました。主な要因として

は、売上債権の増加により105百万円を使用する一方、税引前四半期純利益として149百万円を計上したことや、たな卸

資産の減少により63百万円を獲得したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は87百万円（前年同四半期は２百万円の使用）となりました。主な要因としては、定

期預金として80百万円を預入れたことや有形固定資産の取得のために７百万円を使用したことによるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は223百万円（前年同四半期は14,578百万円の使用）となりました。主な要因として

は、新規物件の取得に伴う借入により300百万円を獲得する一方、物件の売却資金により借入金を523百万円返済した

ことによるものであります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

　

(5）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,387,700

第１種優先株式 346,925

計 1,387,700

 （注）定款において種類別の発行可能株式総数は、普通株式は1,387,700株、第１種優先株式は346,925株と定めて

おります。ただし、発行可能株式総数と種類別の発行可能株式総数の合計との一致については、会社法上要求

されていないため、発行可能株式総数の計は1,387,700株と定めております。

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
(平成23年11月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成24年１月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 827,675 891,577

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

当社は単元株制度

は採用しておりま

せん。

第１種優先株式 339,485 339,485 ―

当社は単元株制度

は採用しておりま

せん。

（注）２，３

計 1,167,160 1,231,062 ― ―

（注）１．「提出日現在発行数」欄には、平成24年１月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使、及び

第１種優先株式の取得請求権行使により発行された株式数は含まれておりません。

２．第１種優先株式は、現物出資（借入金等の株式化　2,715百万円）によって発行されたものであります。

３．第１種優先株式の内容は、次のとおりであります。

第１種優先株式　

１．優先配当金

（1）第１種優先配当金

イ　　当社は、平成25年５月31日（同日を含む。）までの日を基準日として、剰余金の配当（配当財産の種類を問わ

ない。但し、下記（４）但書の場合を除く。）を行うときは、当該基準日の最終の株主名簿に記載又は記録さ

れた第１種優先株式を有する株主（以下「第１種優先株主」という。）又は第１種優先株式の登録株式質権

者（以下「第１種優先登録質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）

又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、第１種優先株式１株に

つき下記（２）イに定める額の金銭（以下「第１種固定優先配当金」という。）を配当する。但し、当該剰余

金の配当に係る基準日を含む事業年度に属する日を基準日として、第１種固定優先配当金の全部又は一部の

配当（下記（３）に定める累積未払第１種固定優先配当金の配当を除く。）が既に行われているときは、か

かる配当の累積額を控除した額とする。

ロ　　当社は、平成25年６月１日（同日を含む。）以降の日を基準日として、剰余金の配当（配当財産の種類を問わ

ない。但し、下記（４）但書の場合を除く。）を行うときは、当該基準日の最終の株主名簿に記載又は記録さ

れた第１種優先株主又は第１種優先登録質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、第１種

優先株式１株につき下記（２）ロに定める額の金銭（以下「第１種変動優先配当金」という。）を配当す

る。

ハ　　剰余金の配当の基準日から当該剰余金の配当が行われるまでの間に、当社が第１種優先株式を取得した場合

には、当該第１種優先株式につき当該基準日に係る剰余金の配当を行うことを要しない。
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（2）第１種優先配当金の額

イ　　第１種固定優先配当金の額は、事業年度ごとに、１株につき、585円（但し、第１種優先株式について、株式の

分割、株式無償割当て、株式の併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当社取締役

会により合理的に調整された額とする。）とする。

ロ　　第１種変動優先配当金の額は、同一の基準日において、普通株主又は普通登録株式質権者に対して、普通株式

１株につき、支払うこととなる剰余金の配当の額に２を乗じた額とする。

（3）累積条項

　　 平成25年５月31日（同日を含む。）までの日を基準日として、第１種優先株主又は第１種優先登録質権者に対

して支払われた１株当たりの剰余金の配当（当該事業年度の初日までに累積した累積未払第１種固定優先配

当金（以下に定義される。）の配当を除く。）の額の合計額が当該基準日を含む事業年度に係る第１種固定優

先配当金の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積し、累積した不足額（以下「累積未払

第１種固定優先配当金」という。）については、第１種固定優先配当金及び第１種変動優先配当金並びに普通

株主又は普通登録株式質権者に対する剰余金の配当に先立って、これを第１種優先株主又は第１種優先登録

質権者に対して支払う。

（4）非参加条項

　　 第１種優先株主又は第１種優先登録質権者に対しては、第１種固定優先配当金又は第１種変動優先配当金を

超えて配当は行わない。但し、当社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法

第760条第７号ロに規定される剰余金の配当又は当社が行う新設分割手続の中で行われる会社法第763条第12

号ロ若しくは同法第765条第１項第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。

２．残余財産の分配

（1）残余財産の分配

　   当社は、残余財産を分配するときは、第１種優先株主又は第１種優先登録質権者に対し、普通株主又は普通登

録株式質権者に先立ち、第１種優先株式１株につき8,000円及び累積未払第１種固定優先配当金の合計額の金

銭を支払う。

（2）非参加条項

 第１種優先株主又は第１種優先登録質権者に対しては、上記(１)のほか残余財産の分配は行わない。

３．議決権

　第１種優先株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

４．種類株主総会における決議

　　当社が、会社法第322条第１項各号に掲げる行為をする場合においては、法令に別段の定めのある場合を除き、第１

種優先株主を構成員とする種類株主総会の決議を要しない。

５．普通株式を対価とする取得請求権

（1）取得請求期間

　　第１種優先株式の給付期日から起算して１年を経過した日以降とする。

（2）取得の条件

　　 第１種優先株主は、第１種優先株式の全部又は一部について、当社が第１種優先株式を取得するのと引換え

に、第１種優先株式１株につき下記イ及びロに定める取得比率により、下記ハの定めに従い、当社の普通株式

を交付することを請求することができる。

イ　当初取得比率

　　当初の取得比率は2.000とする。

ロ　取得比率の調整

（ａ）当社は、第１種優先株式の発行後、下記（ｂ）に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生じる場

合又は変更を生じる可能性がある場合は、それぞれ以下のとおり、次に定める算式（以下「取得比率調整

式」という。）をもって取得比率を調整する。

　　

　 　 　 　 　　　　既発行普通株式数＋交付普通株式数　　　

調整後取得比

率
＝

調整前取得比

率
× 既発行普通株

式数
＋

交付普通株式

数 
×

１株当たりの

払込金額

　 　 　 　 １株当たり時価
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　　　取得比率調整式の計算については、小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。取得比率調整式

で使用する「既発行普通株式数」は、普通株主に下記（ｂ）（ⅰ）ないし（ⅳ）の各取引に係る基準日が定

められている場合はその日、また当該基準日が定められていない場合は、調整後の取得比率を適用する日の

１か月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社の普通株式数を控除

したものとする。取得比率調整式で使用する「交付普通株式数」は、下記（ｂ）（ⅱ）の場合には、株式の分

割により増加する普通株式数（基準日における当社の有する普通株式に関して増加した普通株式数を含ま

ない。）とし、下記（ｂ）（ⅳ）の場合には、株式の併合により減少する普通株式数（効力発生日における当

社の有する普通株式に関して減少した普通株式数を含まない。）を負の値で表示して使用するものとする。

取得比率調整式で使用する「１株当たりの払込金額」は、下記（ｂ）（ⅰ）の場合は当該払込金額（金銭以

外の財産を出資の目的とする場合には適正な評価額、株式無償割当ての場合は０円）、下記（ｂ）（ⅱ）及

び（ⅳ）の場合は０円、下記（ｂ）（ⅲ）の場合は下記（ｂ）（ⅴ）で定める対価の額とする。取得比率調

整式で使用する「１株当たり時価」は、調整後の取得比率を適用する日に先立つ45取引日目に始まる連続す

る30取引日の大阪証券取引所JASDAQ市場における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値（終値

のない日数を除く。なお、上記平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入

する。）とする。

（ｂ）取得比率調整式により第１種優先株式の取得比率の調整を行う場合及びその調整後の取得比率の適用時

期については、次に定めるところによる。

（ⅰ）  上記（ａ）に定める１株当たり時価を下回る払込金額をもって普通株式を交付する場合（株式無償

割当ての場合を含む。）（但し、当社の交付した取得条項付株式、取得請求権付株式若しくは取得条項

付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本ロにおいて同じ。）の取得と引換え

に交付する場合又は普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを

含む。以下本ロにおいて同じ。）その他の証券若しくは権利の転換、交換若しくは行使により交付する

場合を除く。）

　　　 　調整後の取得比率は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最終日とす

る。以下同じ。）又は株式無償割当ての効力発生日の翌日以降これを適用する。但し、当社普通株式に

募集株式の割当てを受ける権利を与えるため又は株式無償割当てのための基準日がある場合は、その

日の翌日以降これを適用する。

　（ⅱ）普通株式について株式の分割をする場合

　　　調整後の取得比率は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

　（ⅲ） 取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権であって、その取得と引換えに上

記（ａ）に定める１株当たり時価を下回る対価（下記（ⅴ）において定義される。以下同じ。）を

もって普通株式を交付する定めがあるものを交付する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、又は

上記（ａ）に定める１株当たり時価を下回る対価をもって普通株式の交付を請求できる新株予約権

その他の証券若しくは権利を交付する場合（株式無償割当ての場合を含む。）

　　　 　調整後の取得比率は、交付される取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権、又

は新株予約権その他の証券若しくは権利（以下「取得請求権付株式等」という。）の全てが当初の条

件で取得、転換、交換又は行使され普通株式が交付されたものとみなして取得比率調整式を準用して

算出するものとし、交付される日又は株式無償割当ての効力発生日の翌日以降これを適用する。但し、

当社の普通株主に取得請求権付株式等の割当てを受ける権利を与えるため又は株式無償割当てのた

めの基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

　（ⅳ）普通株式について株式の併合をする場合

　　調整後の取得比率は、株式の併合の効力発生日以降これを適用する。

　（ⅴ）上記（ⅲ）における対価とは、取得請求権付株式等の交付に際して払込みその他の対価関係にある支

払がなされた額（時価を下回る対価をもって普通株式の交付を請求できる新株予約権の場合には、そ

の行使に際して出資される財産の価額を加えた額とする。）から、その取得、転換、交換又は行使に際

して取得請求権付株式等の所持人に交付される普通株式以外の財産の価額を控除した金額を、その取

得、転換、交換又は行使に際して交付される普通株式の数で除した金額をいう。

（ｃ）上記（ｂ）に定める取得比率の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な取得

比率の調整を行う。

　（ⅰ） 当社を存続会社とする合併、株式交換、会社分割又は株式移転のために取得比率の調整を必要とする

とき。

　（ⅱ） 取得比率を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得比率の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

　（ⅲ） その他当社が取得比率の調整を必要と認めるとき。
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（ｄ） 取得比率調整式により算出された調整後の取得比率と調整前の取得比率との差が0.0001未満の場合は、

取得比率の調整は行わないものとする。但し、かかる調整後の取得比率は、その後取得比率の調整を必要とす

る事由が発生した場合の取得比率調整式において調整前取得比率とする。

（ｅ）取得比率の調整が行われる場合には、当社は、関連事項決定後直ちに、第１種優先株主又は第１種優先登録

質権者に対して、その旨並びにその事由、調整後の取得比率、適用の日及びその他の必要事項を通知しなけれ

ばならない。

ハ　取得と引換えに交付すべき普通株式数

　　 株式対価取得請求に基づき当社が第１種優先株式の取得と引換えに第１種優先株主に対して交付すべき当社

の普通株式の数は、第１種優先株主が取得を請求した第1種優先株式の数に、取得比率を乗じた数とする。な

お、第１種優先株式を取得するのと引換えに交付すべき当社の普通株式の算出にあたり１株未満の端数が生

じたときは、会社法第167条第３項に従った金銭の交付をしない。

６．普通株式を対価とする取得条項

   当社は、平成25年12月１日以降いつでも、当社の取締役会が別に定める日の到来（以下「普通株式対価強制取得

日」という。）をもって、当社が第１種優先株式の全部又は一部を取得（以下「普通株式対価強制取得」とい

う。）するのと引換えに、普通株式対価強制取得の対象である第１種優先株式の総数に、8,000円を普通株式対価強

制取得日に先立つ45取引日目に始まる連続する30取引日の大阪証券取引所JASDAQ市場における当社の普通株式の

普通取引の毎日の終値の平均値（終値のない日数を除く。なお、当該平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算

出し、その小数第２位を四捨五入する。）で除して得られる割合（小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨

五入する。）（但し、当該割合が2.000（以下「上限割合」という。但し、上記５.（２）ロに定める取得比率の調整

が行われた場合には、上限割合にも必要な調整が行われる。）を超える場合には、上限割合とする。）を乗じて得ら

れる数の普通株式を第１種優先株主に対して交付することができる。第１種優先株式の取得と引換えに交付すべ

き普通株式の数に１株に満たない端数がある場合には、会社法第234条に従ってこれを取り扱う。なお、一部取得を

行う場合において取得する第１種優先株式は、比例按分その他当社の取締役会が定める合理的な方法によって決

定されるものとする。

７．金銭を対価とする取得条項

（1）金銭を対価とする取得条項の内容

　　　当社は、いつでも、当社の取締役会が別に定める日（以下「金銭対価強制取得日」という。）の到来をもって、当社

が第１種優先株式の全部又は一部を取得するのと引換えに、当該金銭対価強制取得日における分配可能額を限

度として、第１種優先株主又は第１種優先登録質権者に対して金銭を交付することができる（以下「金銭対価

強制取得」という。）。なお、一部取得を行う場合において取得する第１種優先株式は、比例按分その他当社の取

締役会が定める合理的な方法によって決定されるものとする。

（2）取得価額

　　　金銭対価強制取得が行われる場合における第１種優先株式１株当たりの取得価額は、金銭対価強制取得日に先立

つ45取引日目に始まる連続する30取引日の大阪証券取引所JASDAQ市場における当社の普通株式の普通取引の毎

日の終値の平均値（終値のない日数を除く。なお、上記平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小

数第２位を四捨五入する。）に金銭対価強制取得日における上記５.（２）に定める取得比率を乗じた額（１円

未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てる。）又は8,000円（但し、第１種優先株式について、株式の分

割、株式無償割当て、株式の併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当社取締役会に

より合理的に調整された額とする。）のいずれか高い額とする。

８．譲渡制限

譲渡による第１種優先株式の取得については、当社の取締役会の承認を要する。　

９．会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項の規定を定款に定めております。

10. 議決権を有しないこととしている理由

資本増強にあたり、既存株主への影響を考慮したためであります。
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（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成23年９月１日～

平成23年11月30日　

(注）１，２

405,7501,167,160 －　 977 －　 －

　（注）１．第１種優先株式の取得請求権の行使による増加であります。

２．平成23年12月１日から平成23年12月31日までの間に、第１種優先株式の取得請求権行使により、発行済株式

総数が63,902株増加しております。
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（６）【大株主の状況】

平成23年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

東京シティ信用金庫 東京都中央区日本橋室町1-9-14 33,920 2.90

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 24,885 2.13

株式会社エッグプラント 東京都千代田区鍛冶町1-9-15 22,750 1.94

李　龍主 神奈川県横浜市中区 22,666 1.94

株式会社横浜銀行 神奈川県横浜市西区みなとみらい3-1-1 19,166 1.64

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 18,858 1.61

ＳＭＢＣファイナンスサービス株式

会社
東京都港区三田3-5-27 16,972 1.45

株式会社関西アーバン銀行 大阪府大阪市中央区西心斎橋1-2-4 16,038 1.37

株式会社東京スター銀行 東京都港区赤坂1-6-16 15,997 1.37

みずほ信託銀行株式会社

常任代理人　資産管理サービス信託

銀行株式会社　

東京都中央区晴海1-8-12 15,388 1.31

計 － 206,640 17.70

　（注）上記のほか、自己株式（第１種優先株式）が202,969株あります。

　

なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は、以下のとおりであります。

平成23年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
（個）

総株主の議決権
に対する所有割
合(％)

東京シティ信用金庫 東京都中央区日本橋宝町1-9-14 33,920 4.09

株式会社エッグプラント 東京都千代田区鍛冶町1-9-15 22,750 2.74

李　龍主 神奈川県横浜市中区 22,666 2.73

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 18,858 2.27

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 16,590 2.00

みずほ信託銀行株式会社

常任代理人　資産管理サービス信託

銀行株式会社　

東京都中央区晴海1-8-12 15,388 1.85

株式会社武蔵野銀行

常任代理人　日本マスタートラスト

信託銀行株式会社　

東京都港区浜松町2-11-3 14,574 1.76

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木1-6-1 8,588 1.03

アビリオ債権回収株式会社 東京都千代田区大手町1-2-4 8,292 1.00

ドイチェ　バンク　アーゲー　ロンド

ン　610

常任代理人　ドイツ証券株式会社　

東京都千代田区永田町2-11-1 7,944 0.95

計 － 169,570 20.48
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（７）【議決権の状況】

　　　①【発行済株式】

 平成23年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 第１種優先株式　339,485 －
第３．１（１）②に記載のと

おりであります。

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　827,675 827,675
株主としての権利内容に制限

のない、標準となる株式

単元未満株式 － －  －

発行済株式総数 1,167,160 － －

総株主の議決権 － 827,675 －

　

      ②【自己株式等】

 平成23年11月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。　

退任役員

役名 職名 氏名　 退任年月日

　取締役 － 　齊藤　友子　 　平成23年９月６日
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成23年９月１日から平成23年

11月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年６月１日から平成23年11月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、明誠監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：百万円）

前事業年度
(平成23年５月31日)

当第２四半期会計期間
(平成23年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 437 337

受取手形及び売掛金 7 112

販売用不動産 631 304

仕掛販売用不動産 3,664 3,910

未成業務支出金 39 57

その他 25 21

貸倒引当金 △0 △7

流動資産合計 4,805 4,736

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 925 916

土地 2,433 2,433

その他（純額） 3 4

有形固定資産合計 3,362 3,354

無形固定資産 0 0

投資その他の資産

その他 34 32

貸倒引当金 △5 △5

投資その他の資産合計 28 26

固定資産合計 3,391 3,380

資産合計 8,196 8,117

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 526 517

短期借入金 2,591 2,406

1年内返済予定の長期借入金 1,128 1,129

未払法人税等 11 3

引当金 41 11

その他 273 307

流動負債合計 4,573 4,376

固定負債

長期借入金 3,198 3,159

引当金 8 9

その他 116 122

固定負債合計 3,323 3,291

負債合計 7,897 7,668
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（単位：百万円）

前事業年度
(平成23年５月31日)

当第２四半期会計期間
(平成23年11月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 977 977

資本剰余金 4,327 －

利益剰余金 △5,005 △528

株主資本合計 299 448

純資産合計 299 448

負債純資産合計 8,196 8,117
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期累計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成22年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年６月１日
　至　平成23年11月30日)

売上高 16,977 1,904

売上原価 15,145 1,407

売上総利益 1,831 497

販売費及び一般管理費 ※1
 780

※1
 295

営業利益 1,051 201

営業外収益

違約金収入 50 －

受取補償金 － 6

その他 10 4

営業外収益合計 60 10

営業外費用

支払利息 15 51

遅延損害金 86 －

融資手数料 － 6

その他 16 3

営業外費用合計 118 62

経常利益 993 149

特別利益

債務免除益 26,250 －

その他 71 －

特別利益合計 26,322 －

特別損失

関係会社有価証券売却損 75 －

その他 3 －

特別損失合計 78 －

税引前四半期純利益 27,236 149

法人税、住民税及び事業税 0 0

過年度法人税等 33 －

過年度法人税等戻入額 △67 －

法人税等合計 △33 0

四半期純利益 27,269 148
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期累計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成22年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年６月１日
　至　平成23年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 27,236 149

減価償却費 9 19

債務免除益 △26,250 －

関係会社清算損益（△は益） 3 －

関係会社有価証券売却損益（△は益） 75 －

受取利息及び受取配当金 △0 △0

支払利息 15 51

融資手数料 － 6

売上債権の増減額（△は増加） △194 △105

たな卸資産の増減額（△は増加） 15,334 63

前払費用の増減額（△は増加） △4 0

仕入債務の増減額（△は減少） △2,034 △8

未払金の増減額（△は減少） △3 32

賞与引当金の増減額（△は減少） 6 △25

債務免除解除条件成就損失引当金の増減額（△
は減少）

－ △3

前受金の増減額（△は減少） △66 28

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △17 5

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2 1

その他 △505 △31

小計 13,606 185

利息及び配当金の受取額 0 0

利息の支払額 △18 △46

法人税等の支払額 △4,024 △1

法人税等の還付額 5,352 －

その他 － △6

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,916 131

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 60 －

定期預金の預入による支出 － △80

有形固定資産の取得による支出 △12 △7

関係会社有価証券の売却による収入 1 －

貸付けによる支出 △70 －

貸付金の回収による収入 35 0

敷金の差入による支出 △17 －

敷金の回収による収入 － 0

その他 0 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △2 △87
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（単位：百万円）

前第２四半期累計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成22年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年６月１日
　至　平成23年11月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 300

短期借入金の返済による支出 △660 △485

長期借入金の返済による支出 △14,198 △38

株式の発行による収入 284 －

配当金の支払額 △3 －

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △14,578 △223

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 334 △180

現金及び現金同等物の期首残高 39 437

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 373

※1
 257
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。 

　

【会計方針の変更等】

該当事項はありません。　

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第２四半期累計期間
（自　平成23年６月１日
至　平成23年11月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

  第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年11月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年６月１日
至　平成23年11月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

その他販売経費    323百万円

賞与引当金繰入額 5 

退職給付費用 1 

貸倒引当金繰入額 10 

従業員給与及び賞与    90百万円

賞与引当金繰入額 2 

退職給付費用 1 

貸倒引当金繰入額 7 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年11月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年６月１日
至　平成23年11月30日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年11月30日現在）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年11月30日現在）

現金及び預金 373百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
－ 

現金及び現金同等物 373 

 

現金及び預金 337百万円

担保に供している預金 △80 

現金及び現金同等物 257 
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成22年６月１日　至　平成22年11月30日）

１．配当に関する事項

　該当事項はありません。

　

２．株主資本の金額の著しい変動

  平成22年８月17日開催の定時株主総会決議により、準備金の額の減少及び剰余金の処分を行い、次のとおり

欠損填補に充てております。 

(1) 準備金の額の減少の内容

　　　会社法第448条第１項の規定に基づき、平成22年５月31日現在の資本準備金及び利益準備金の額を次のとお

り減少させ、減少する額の全額を、それぞれ、その他資本剰余金及び繰越利益剰余金に振り替えておりま

す。

①減少する準備金の項目及びその額

資本準備金の額　 4,119百万円

利益準備金の額　 　 ３百万円

②準備金の額の減少の効力発生日

平成22年８月17日

(2) 剰余金の処分の内容

　　　上記(1)の資本準備金の額の減少後、会社法第452条の規定に基づき、次のとおり剰余金を処分することによ

り、繰越損失を填補しております。

①減少する剰余金の項目及びその額

その他資本剰余金 4,119百万円

別途積立金　　　　 395百万円

②増加する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 　4,514百万円

③剰余金の処分の効力発生日

平成22年８月17日

  当社は、平成22年10月１日付で、株式会社ヘキサゴンキャピタルパートナーズ及び株式会社ユーラシア旅行

社から第三者割当増資の払込みを受け、資本金が150百万円、資本準備金が150百万円増加しております。

  また当社は、平成22年10月31日付で、再生債権を有する債権者の皆様より、現物出資による第１種優先株式の

発行に関する払込みを受け、資本金が1,357百万円、資本準備金が1,357百万円増加しております。

  さらに、平成22年10月31日を効力発生日とした資本金及び資本準備金の額の減少の手続が、平成22年8月17日

に開催いたしました定時株主総会及び債権者異議申述手続を経て完了（ただし、資本準備金の額の減少は、会

社法第449条第1項ただし書きの要件に該当するため、債権者異議申述手続を経ておりません。）し、前提条件と

なっていた第三者割当による第１種優先株式の発行が行われたことにより、資本金600百万円及び資本準備金

の額1,280百万円の減少の効力が発生いたしました。

  以上により当第２四半期会計期間末において、資本金の額は5,077百万円となり、資本準備金は227百万円と

なっております。
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Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成23年６月１日　至　平成23年11月30日）

１．配当に関する事項

　該当事項はありません。

　

２．株主資本の金額の著しい変動

平成23年８月30日開催の第25期定時株主総会において、下記のとおり準備金の額の減少及び剰余金の処分

について決議しており、当第２四半期会計期間末において資本準備金及びその他資本剰余金が－百万円と

なっております。

(1) 目的

財務体質の改善が喫緊の課題であること及び多額の資本の欠損が存在したままでは分配可能額が発生す

る見込みがないことに鑑み、準備金の額の減少及び剰余金の処分を行い、欠損を填補するものであります。 

(2) 準備金の額の減少の内容

会社法第448条第１項の規定に基づき、平成23年５月31日現在の資本準備金の額を次のとおり減少させ、減

少する額の全額を、その他資本剰余金に振り替えるものであります。

① 減少する準備金の項目及びその額

資本準備金の額　 227百万円

② 準備金の額の減少の効力発生日

平成23年８月30日

(3) 剰余金の処分の内容

上記(2)の資本準備金の額の減少後、会社法第452条の規定に基づき、次のとおり剰余金を処分することに

より、繰越損失を填補するものであります。

① 減少する剰余金の項目及びその額

その他資本剰余金 4,327百万円

② 増加する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 　4,327百万円

③ 剰余金の処分の効力発生日

平成23年８月30日
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（金融商品関係）

該当事項はありません。

　

（有価証券関係）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。　

　

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成22年６月１日　至　平成22年11月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期
損益計算書
計上額
（注）２

不動産開発
事業

資産活性
化事業

不動産業務
受託事業

賃貸事業

売上高        

外部顧客への売

上高
4,26012,281 406 28 16,977 － 16,977

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － － － － － －

計 4,26012,281 406 28 16,977 － 16,977

セグメント利益 616 494 396 17 1,526 △474 1,051

（注）１．セグメント利益の調整額△474百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成23年６月１日　至　平成23年11月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期
損益計算書
計上額
（注）２

不動産販売事
業

不動産業務受
託事業

賃貸事業

売上高       

外部顧客への売上

高
1,578 228 97 1,904 － 1,904

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

－ － － － － －

計 1,578 228 97 1,904 － 1,904

セグメント利益 255 179 59 495 △294 201

（注）１．セグメント利益の調整額△294百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項

当社は従来、製品・サービスの内容等が概ね類似している各個別プロジェクトを集約し、「不動産開発

事業」「資産活性化事業」「不動産業務受託事業」「賃貸事業」の４つを報告セグメントとしておりま

した。また、「不動産開発事業」はマンション等の開発・販売、「資産活性化事業」は収益不動産再生及

び土地再開発をそれぞれ報告セグメントの主要な内容としておりました。

しかしながら、民事再生手続きが終結し、新しいビジネスモデルを模索する中で、当初、マンション開発

用地として取得しながらも、早期に売却することで利益が見込めると判断された場合等、開発を行わない

まま売却するケースが発生しており、そのような柔軟な意思決定による販売形態の変更は今後も多く発

生すると考えております。また、当社の事業を「不動産の販売」「不動産に関する役務の提供」「不動産

の賃貸」と大枠で区分することにより、事業の概観を捉えることができ、今後の経営判断にも有用である

と判断したことから、第１四半期会計期間より「不動産開発事業」と「資産活性化事業」をさらに集約

し、「不動産販売事業」とすることといたしました。

これにより当社の報告セグメントは、「不動産販売事業」「不動産業務受託事業」「賃貸事業」の３

区分に変更しております。

なお、当該変更を反映した前第２四半期累計期間の報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の

金額に関する情報は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 

報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期
損益計算書
計上額
（注）２

不動産販売事
業

不動産業務受
託事業

賃貸事業

売上高       

外部顧客への売上

高
16,542 406 28 16,977 － 16,977

セグメント間の内
部売上高又は振替
高

－ － － － － －

計 16,542 406 28 16,977 － 16,977

セグメント利益 1,111 396 17 1,526 △474 1,051

（注）１．セグメント利益の調整額△474百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期累計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年11月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成23年６月１日
至　平成23年11月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 73,053円33銭 225円75銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 27,269 148

普通株主に帰属しない金額（百万円） 99 39

（うち優先配当額（百万円）） (99) (39)

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 27,170 108

普通株式の期中平均株式数（株） 371,925 482,474

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 56,001円92銭 135円23銭　

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益調整額（百万円） 99 39

（うち優先配当額（百万円）） (99) (39)

普通株式増加数（株） 115,016 618,233

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

─ ─

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成24年１月13日

株式会社プロパスト

取締役会　御中
 

明誠監査法人
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 梅原　剛    　印

　

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 武田　剛    　印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社プロパス

トの平成23年６月１日から平成24年５月31日までの第26期事業年度の第２四半期会計期間（平成23年９月１日から平成23

年11月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年６月１日から平成23年11月30日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社プロパストの平成23年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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